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観点感情分析を利用したデータ分類の提案手法 

椛澤恭子＊・津田和彦＊＊ 

１. はじめに

機械学習を利用したデータ分類には様々な方法

があり、大量にある文章に対して、文章の内容がど

のようなテーマであるかを予測することもできつ

つある。また、自由記述アンケートで取得した内容

がポジティブか、ネガティブかを判別する技術も実

現しつつある。しかし、実際の自由記述アンケート

では、ポジティブなものと、ネガティブなもの両方

が記載されたものも多くあった。このように両極性

を持つ文章データは、ポジティブあるいはネガティ

ブかどうかを単純に分類にできない。そこで本研究

では、自由記述アンケートごとにポジティブあるい

はネガティブという判断をするのではなく、自由記

述アンケート内の文ごとにポジティブ・ネガティブ

を判定する観点感情分析という手法を用いること

で，アンケート記載者の意図を理解することを目的

とする。 

２. 観点感情分析

観点感情分析（Aspect-based Sentiment Analysis

）とは、文章全体が、ポジティブあるいはネガティ

ブかどうかがはっきりしないとき、「何が」ポジテ

ィブ（肯定）あるいはネガティブ（否定）なのかを

知ることである。 

 例えば「焼き鳥はおいしかったが、ビールがぬる

くておいしくなかった」という文章に対して、この

文章全体がポジティブなのかネガティブなのかは、

肯定的な内容と否定的な内容が両方書かれており、

判断しにくい。このような場合、 

・焼き鳥はおいしかった。

・ビールがぬるくておいしくなかった。

と、文ごとにわけた方が正しく内容が判断できる。 

つまり、「焼き鳥」は「おいしかった」と評価され

てポジティブ、「ビール」は「ぬるくておいしくな

かった」と評価されてネガティブな意見だったとい

うことになる。このときの「焼き鳥」「ビール」を

観点として、ポジティブな意見、ネガティブな意見

を判断することを観点感情分析という。 

観点感情分析には、学習済みのデータが必要にな

る。学習済みのデータとは、あらかじめ正解がわか

っているデータのことである。 

ターゲットの単語である「焼き鳥」が「おいしか

った」と評価しているように、「何」が「どうだっ

たか」の「何」と「どうだったか」の抽出と、「ど

うだったか」の部分に対する極性評価があらかじめ

正解データとして保存されている必要がある。もち

ろん、すべての評価に対して学習済みであるわけで

はないので、抽出されない語も存在する。 

日本語での学習済みデータは少ないため、本研究

では、英語による飲食店における口コミ評価に対応

する分野の学習済みデータを利用した。 

基本的な観点感情分析の手法については、

Sentiment Analysis and Opinion Mining[1]の５章

を参考とした。これまでもSNS上の口コミや各種レ

ビューについて機械的に内容を分類（肯定・否定・

中立）する研究は多くなされてきた。観点感情分析

は、そのうちの１つであるが、新しい手法であるた

め、観点感情分析を応用した研究も途上である。 

３. データ

 本研究では、2607件の居酒屋口コミデータ（以下

、「データ」とする）を利用して、観点感情分析を

行うこととした。 

 まず、データを人手によるアノテーションを行い

、６つの項目に分類し（図１）、この分類を正解の

ベースラインとした。分類の指標は、ポジティブは

文意がポジティブであり、否定語が入っていない場

合、ネガティブは、文意がネガティブであり、否定

＊ 正会員 筑波大学大学院ビジネス科学研究科 非常勤講師 

＊＊ 筑波大学大学院ビジネス科学研究科 教授 
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語が入っている場合、ニュートラルは「この店は17

時開店します」のような感情を伴わない情報のみの

場合、要望は「～すると嬉しい」「～が欲しい」「

～するといいと思います」などの要望が明示されて

いる場合、ネガティブ+ポジティブは、それぞれの

感情が１つ以上含まれている場合、判別難は、文章

が長すぎて読み手がネガティブやポジティブの感

情が判断できない場合とした。 

図１ データの分類 

 この結果をみると、positive + negative に分類さ

れたものは、745件と全体の28.5%ほどであった。 

本研究では、このpositive + negative に分類された

データについて観点感情分析を行った。 

４. 方法

はじめに、RによるSentimentAnalysis [2]パッケ

ージを利用した感情分析の解析を実施した。この極

性辞書はHarvard IV-4 categoriesが使われている

[3]。

極性辞書とは、単語とその単語の持つ極性が予め

組み込まれたものである。SentimentAnalysis（SA

）を利用した文の極性値は、positive:1, neutral:0, 

negative:-1とし、文中の単語が辞書に存在した場合

、式1に示すように、その極性値を加算し、出現し

た単語数で除する。これにより文全体の極性を判断

する。 

（式1） 

 そして、ベースラインと感情分析の比較を行った

あとに、観点感情分析を試行した。 

観点感情分析には、John Snow Labsが提供する

オープンソースであるAspect based Sentiment

Analysis for restaurant reviews（レストランレビ

ューのためのアスペクトベースの感情分析）を利用

した[4]。ユーザーレビューから、レストランに関す

るポジティブ、ネガティブ、ニュートラルな側面を

自動的に検出。このモデルは、レビュー全体を否定

的または肯定的にラベル付けする代わりに、レビュ

ーで特定された感情に関連する正確なフレーズを

特定する。 

 ただし、上記のモデルの言語は英語のため、まず

データを英語に翻訳した。翻訳には、Googleによる

翻訳の他、長い文についてはGengo.com[5]に依頼を

した。 

 どのような観点（単語）にどちらの極性（ポジテ

ィブまたはネガティブ）がつくかは、図２のように

表示される。 

図２ 観点と極性 

図２の例文 ”The food was very fresh and 

delicious, but the staff of the fat man was bad and 

disappointed” を見ると、 

food → POS（positive） 

staff → NEG（negative） 

fat man → NEG（negative） 

と３つの観点に対して、それぞれ極性が振られてい

る。文脈からstaffとfat man は並列であり、fat man 

は staff の修飾語として考えると、food と staff 

２つの観点に注目すればよい。 

 さらに、英訳によっては、長い文となり日本語特

有の回りくどい言い方や二重否定などが組み取れ

ないのではないかと仮定し、文中に出現する接続詞

などの文意をひっくり返す語（but, however, also, 
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although, despite, anywayなど）を有する文につい

ては、その後の前後で文を区切ったうえで、再び観

点感情分析で解析をした。 

 これらにより、観点感情分析の有効性がどれくら

いであるかを示した。 

 

5．結果 

 英訳したものを、まずハーバード辞書を使った通

常の感情分析を行った。その結果、positive 299件、

negative 214件、neutral 232件となった。 

式１を基準としているので、計算によって極性値が

positiveと判定された中にも、negativeな単語が含

まれていている可能性もある。いずれにせよ、文全

体の極性値が出されてしまうので、内容については

個別に見ていかないと、文全体の極性値だけでは正

しく内容を分けることができないことがわかった。 

 次に観点感情分析を行った。アノテーションを経

た745件のデータはすべて、ポジティブとネガティ

ブなものが混在するものであるはずだが、観点感情

分析を行うと、両方の極性をもつものは355件（

47.6%）であった。また、両極性とももたないもの

が、15件（2%）、ポジティブ極性のみをもつもの

が174件（23.4%）、ネガティブ極性のみもつもの

が201件（27%）であった。 

 また、ポジティブのみを持つもの及びネガティブ

のみを持つものに対して、再解析を行った。その結

果、ネガティブ極性のみが201件だったところは、

144件が両極性を持つものに変わった。ポジティブ

極性のみが174件だったところは、95件が両極性を

持つものに変わった（表１）。 

 

表１ 観点感情分析結果 

 

 

 これにより、通常の感情分析ではなく、観点感情

分析を行ったほうがより詳細に内容を正しく判定

できていることがわかった。 

 また出現した観点について、5 つ以上出現し、か

つ両極性をもつものについて図３にまとめた。 

 

 

図３ 観点のネガポジの割合 

 

 図３より、『雰囲気や食事（焼き鳥）については

概ね好印象であり、座席、テーブル、トイレなどの

設備に関してネガティブな意見が多い。また、スタ

ッフについてもネガティブな意見が見られる。ドリ

ンクについてはポジティブな意見が多い割にビー

ルが圧倒的にネガティブなのでアンケートの内容

から検討する余地がある。』 

などのように、アンケートの内容を観点と極性から

判断することによって、店舗運営の改善の提案にも

利用できるのではないかと考えられる。 

 

６．おわりに 

 観点感情分析を行うことで、それまでデータがポ

ジティブかネガティブかどちらの極性を取るか判

断できなかった部分を改善することができた。 

 しかしながら、観点感情分析にも課題があること

が分かった。例えば図４のように、文の前半と後半

で同じdishという観点が出現するが、それに対応す

る極性は違っている。このような場合は、観点につ

いての解釈が難しい。 

 

 

 

図４ 観点と極性（同観点・異極性） 

 

この点については、どのように観点感情分析を応用

するべきか、今後の課題となる。 
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起業支援か存続支援かについてのモデル構築と分析 

村田 崇暢＊ 

１．はじめに 

本稿では、企業数を増やすための政策として、起

業支援と存続支援のいずれがより効率的かを考え 

る。具体的には、確率と差分方程式をもちいてこの

ような状況を記述するモデルを構築する。そして、

構築したモデルを使って政策についての分析を行 

う。 

本稿の執筆モチベーションは以下の現状認識に 

よる。一般的に、自治体などによる企業の起業支援

や存続支援は当該地域の企業数を増やすために有 

効な政策である。しかしながら、地域の政府には予

算制約があるため、このような政策に使える資源は

限られている。そのため、限られた予算の中で地域

の企業数を増やすためには、より効率的な政策に資

源を投入する必要がある。研究の状況を見ると、現

時点で起業支援と存続支援について、それぞれ経営

学・経済学的側面から多くの研究が蓄積されている。

しかし、いずれの支援がより効率的かという問題を

考察しているものは数が少ない。そこで、本稿では

この問題を考えるための基本的なモデルを提案し 

たい。 

本稿の内容は以下のとおりである。まず、２節で

は、起業支援と存続支援についての先行研究を紹介

する。次に、３節では、本稿のモデルを記述する。

本稿のモデルでは確率と差分方程式がもちいられ 

る。そして、４節では、３節のモデルをもちいて政

策の分析を行う。ここでは主に微分法を利用して、

起業確率と存続確率の変化が企業の存在確率に与 

える効果を考察する。最後に、５節では本稿の議論

をまとめて政策的なインプリケーションについて 

述べる。 

２．先行研究 

本節では起業支援と存続支援についての先行研

究をそれぞれ紹介する。 

起業支援の先行研究としては安田(2010a)と安田

(2010b)があげられる。安田(2010a)と安田(2010b) 

は、起業を能動的に選択して起業したタイプと諸事

情により起業したタイプに分けて分析を行ってい 

る。分析は、黒字基調かどうかと収支均衡が達成で

きているかどうかを起業家の属性によって回帰分 

析するというものである。結果として、容易に起業

できた場合に経営が黒字基調になりにくいことと 

諸事情により起業した場合にパフォーマンスが悪 

くなることを明らかにしている。そして、政策のイ

ンプリケーションとして、事業支援に際し、促進す

る起業のタイプについて目標をもつべきであると 

主張している。また、諸事情による起業が多いこと

から助言や指導が必要な支援であると論じている。 

存続支援については、企業の存続分析についての

研究であるが、橘木&斎藤(2004)があげられる。橘

木&斎藤(2004)は従来の財務諸表による分析にくわ

えて経営者や企業の属性、危機対応を考慮した倒産

分析を行った。分析は、企業が存続したか倒産した

かを企業の財務や経営者の属性、債務状況、危機対

応などで回帰分析するというものである。結果とし

て、危機にさいして一時的な資金繰りで対応した企

業は倒産しやすく、経営改善を行った企業は存続し

やすいということを明らかにしている。 

先行研究から得られる知見は支援として助言や

指導が効果的だということである。安田(2010a)と

安田(2010b)では明示的にこのことが述べられてい

る。橘木&斎藤(2004)では明示されていないが、経

営改善を行うためには適切な助言や指導が必要とな

るだろう。本稿では支援の内容には立ち入らない 

* 正会員 サイネックス(株)
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が、先行研究を尊重して、助言や指導を行うかたち

の支援を重視する立場をとりたい。 

 
３．モデル 

この節では、ある起業家の起業成功確率と企業存

続確率を設定して、一定期間後における企業存在確

率をモデル化する。簡単化のために起業の成功確率

と企業存続の成功確率は各期間を通して一定とす 

る。また、起業家は毎期とも企業が存在していない

場合は起業活動を行い、企業が存在している場合は

存続活動を行うものとする。の状況設定は一般的と

は言い難い。しかし、ある特定の業種についての平

均的な起業成功確率と企業存続確率とみなせば、そ

れぞれが各期間を通して一定という状況も納得で き

るものと考える。また、起業家の行動についても、起

業家の行動ではなく起業家群の行動と解釈すれ ば

無理のないものと言えるだろう。 

上記の状況を記述すると以下のようになる。起業

家は、第１期において起業活動を行い、起業は確率 

p で成功する。また、確率 1－p で失敗する。第２期に

おいて、第１期において起業に成功している場合、起

業家は企業存続活動を行う。このとき企業存続は確率 

q で成功し、確率 1－q で失敗する。また、第１期に

おいて起業に失敗している場合、起業家は再び起業活

動を行う。ここでも第１期と同様に起業は確率 p で

成功し、確率 1－p で失敗する。第３期以降は、第２

期までと同様に、起業に成功していれば企業存続活

動を行い、失敗していれば企業活動を行う。その時の

確率も、第１期や第２期と同様に、起業は確率 p で

成功、確率 1－p で失敗し、存続は確 率 q で成功し、

確率 1－q で失敗する。この状況を図示すると図 1 の

ようになる。 

 

図 1(左段末) 

 

ここで、図 1 の第２期に企業が存在しているのは、 

「第１期に起業に成功し、第２期に存続している場

合」と「第１期に起業に失敗し、第２期に起業に成

功した場合」の２つの場合である。したがって、第

２期に企業が存在している確率は、この２つの場合

の確率の和である pq＋(1－p)p となる。第３期以降

も同様に、「前の期に企業が存在している確率にその

期に存続に成功する確率を乗じたもの」と「前の期

に企業が存在していない確率にその期に起業に 成

功する確率を乗じたもの」の和によって企業の存在

確率を表すことができる。 

ここで、第 n 期の企業存在確率を とすると、上

の記述から、第 n+1 期の企業存在確率 を以下の

ように表わせる。 
 

 

この式は以下のことを意味している。つまり、第

n 期に企業が存在してれば存続確率 q を乗じた確率

が次期に企業が存続し続ける確率である。第 n 期に

企業が存在していないならば存続確率p を乗じた確

率が次期に起業により企業が存在する確率である。

そして、これらの和が次期に企業が存在している確

率になるということである。 

この式を変形すると  が得

られる。この式をさらに変形すると、次の式が得ら

れる。 
 

 
こ こ で 、          と し 、 

 
  と す る と 、 上 の 式 よ り 、

であるから、 と 

なる。 だったので、n を 1 とすると、 

 

になる。 は第１期の企業存在確率 

なので、図 1 にある通りp である。したがって、に 

p を代入すると、          である。これを 
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  に  代  入  す  る  と  、

 と な る 。

だったので、これを代入して移項す 

をより高めるかを考察する。 

偏微分によって、それぞれの確率を変動させたと

きの企業存在確率の限界的な効果を求めると、確率

が変動する効果は以下のようになる。 

ると、次の式が得られる。 

これが第 n 期の企業存在確率である。実際に上の

式の n に１を代入すると、 が導け、n に２を

代入すると、pq＋(1－p)p が導ける。これは、上で

示した状況設定と合致している。以上が一定期間後

における企業存在確率モデルである。 

４．モデルをもちいた考察 

この節では、前節で導出した企業存在確率モデル

の式をもちいて、存続支援と起業支援のいずれがよ

り企業数を増やすための政策として効率的かを考

察する。なお、確率p と q は互いに相関しないもの

と考える。 

まず、前節で導出した式( )を以下

のように変形する。 

ここで、p と q は確率であるため、それぞれ、0 

≦p≦1 かつ 0≦q≦1 となる。したがって、0≦q－p 

≦1 である。なお、q－p＝1 となるのは、企業が必

ず存続し、かつ、起業が必ず失敗するという場合で

ある。この特異な場合を排除すると、0≦q－p＜1 

になる。このことから、 となり、上 

の式が得られる。また、n は期間であるため、この

式は遠い将来における企業存在確率と解釈できる。

以下では、これを p と q の関数 と書く。 

一般的に起業支援が実施されれば起業の成功確率 

p が増加し、存続支援が実施されれば存続の成功確

率q が増加すると考えられる。そこで、これから、こ

れらそれぞれの確率が変化したとき、将来における

企業存在確率の変化がどのようになるかを分析し、

起業支援と存続支援のいずれが企業の存在確率 

(1)式が起業成功確率変化の限界効果であり、(2)

式が存続成功確率変化の限界効果である。いずれも

分母は二乗の式であるためゼロ以上であり、0≦p≦ 

1 かつ 0≦q≦1 なので分子もゼロ以上となる。なお、

分母がゼロになるのは、上記の特異な場合であるた

め、一般的には分母はゼロより大きい。したがって、

限界効果はともに正となることがわかる。このこと

は、起業支援や存続支援が実施されることで、起業

の成功確率や存続の成功確率が上がれば、将来にお

ける企業存在確率もまた増加することを示してい 

る。これは直観と合致する結果と言える。 

そして、(1)と(2)を比較すると、分母が同じであ

るため、①1－q＞p であれば起業成功確率変化の限

界効果が存続成功確率変化の限界効果より大きく、 

②1－q＜p であれば存続成功確率の限界効果が起業

成功確率の限界効果より大きいことがわかる。 

以上から、起業支援が実施されれば起業の成功確

率が増加し、存続支援が実施されれば存続の成功確

率が増加することを前提として、以下の２つの結論

が導ける。第１に、1－q＞p、つまり、存続失敗確

率が起業成功確率より大きければ、起業支援を実施

することでより企業存在確率を高めることができ 

る。第２に、1－q＜p、つまり、起業成功確率が存

続失敗確率より大きければ存続支援を実施するこ 

とでより企業存在確率を高めることになる。なお、

上記の不等式は、それぞれ、1＞p＋q と 1＜p＋q に

書きかえられる。ここから、本稿の帰結は以下のよ

うに言い換えることもできる。第１に、起業が成功

しにくく、事業が続きにくい場合は起業支援を実施

するのが望ましい。第２に、起業が成功しやすく、

事業が続きやすい場合は存続支援を実施するのが 

望ましい。これらが、自治体の支援は起業支援と存

続支援のいずれが望ましいかという問いにたいす 
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る本稿の答えである。 

５．まとめ 

本稿では、確率と差分方程式をもちいて企業の存

在確率を記述するモデルを構築した。そして、この

モデル分析から、企業の存続確率という観点からは、

①存続失敗確率が起業成功確率より大きければ、起

業支援を実施するほうが望ましいこと、②起業成功

確率が存続失敗確率より大きければ、存続支援を実

施するほうが望ましいこと、の２点が導かれた。 

先行研究と本稿のモデルから導かれる政策的イ 

ンプリケーションは以下の３点である。第１点は、

各自治体が業界別に当該自治体における起業成功 

確率と存続成功確率を分析し、当該自治体の状況を

把握すること。第２点は、存続失敗確率が起業成功

確率より大きい業界については起業の支援になる 

ような助言や指導を行うこと。第３点は、起業成功

確率が起業成功確率より大きい業界については存 

続の支援になるような助言や指導を行うというこ 

とである。企業の存在確率を高めるという観点に立

つならば、自治体は以上のような点を意識して事業

支援を行うことが望ましい。 

今後の課題として、考察において設定した制限の

緩和とシミュレーション、モデルが現実に合致して

いるかの実証研究が残されている。考察において設

定した制限は起業の成功確率と企業の存続確率は 互

いに相関しないというものである。しかし、実際に

は、企業が存続しやすい地域において、そこで起業

を行うインセンティブが高められる。その結果、起

業希望者が流入し、起業成功確率自体は低下すると

いうような状況が考えられる。したがって、それぞ

れの確率が相関する場合についての考察を行う 必

要があるだろう。また、モデルのシミュレーション

も必要である。実際に数値を動かした場合にどうな

るかが予測できていることが求められる。最後に、モ

デルは複雑な変形を行っておらず直観的である が、

実際の政策への応用を考えると、実証分析が行われ

ることが望ましい。エビデンスに乏しい政策は支持

を得られないためである。今後は、これらの方面で

この研究を進めたい。 
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政府のデジタル・ガバメントへの取り組み 

 

                                      岡石義和*・村田吉優** 

 

１．はじめに【１】【２】【３】 

昨今、「超スマート社会」の実現が到来すると言

われている。ここで「超スマート社会」とは、サイ

バー空間と現実社会が高度に融合した未来社会を指

す。超スマート社会では、AIにより必要な情報が必

要な時に提供され、自動運転、ドローンや手術ロボ

ット等の技術で可能性が広がると考えられている。  

しかし、今般の新型コロナウイルス感染症拡大に

伴い、政府の行政手続の遅れが指摘されている。し

かし、日本政府のデジタル・ガバメントに係る取り

組みは、20年来その方針が修正されつつ形を変え現

在まで踏襲されているのは周知の事実である。 

一方、日本において国や地方が抱える大きな課題

として経済の停滞、財政の逼迫を挙げることができ

る。これに人口減少が拍車をかけている。 

これらの課題を克服するには、デジタル社会到来

に向け社会制度を最適化しなければならない。これ

が、人口減少問題を緩和し、経済の停滞、財政の逼 

迫を克服する手段となり得ると考える。 

 

２．日本における行政手続デジタル化の歴史 

 一橋大学の市川類教授の論文によると、これまで

の政府のデジタル・ガバメントに係る取組を振り返

った場合、IT基本法の施行に伴い、司令塔として内

閣官房に IT 担当室が設置され、推進してきた 2001

年から2013年までと、政府CIO法とマイナンバー法

とが成立した 2013年以降に大きく分けられる(表

１)。 

ここで、政府CIO法とは、政府全体のIT政策を

統括するもの(政府CIO)を設置し、各府省とハイレ

ベルの調整を行うことで、行政手続の無駄を省き、

国民の利便性に寄与することを狙って構築された法

律である。次に、マイナンバー法とは、個人及び法

人に番号を割り当て、その運用及び管理について定

めた法律を言う。マイナンバーを利用することで、

行政手続が簡素化し、国民の負担軽減及び効率的な

情報の管理や利用を企図している。

       
(出典)：内閣府 HP〈https://www8.cao.go.jp/cstp/society5_0/index.html〉 

   

 
 

 
 

図１．Society5.0で実現する社会 

＊特別会員 株式会社サイネックス所属    ＊＊正会員 株式会社サイネックス 代表取締役 
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今後も、2020年に閣議決定された骨太の方針に基

づき、ウィズコロナ、ポストコロナを見据えて、デ

ジタル・ガバメントに取り組まねばならない。そこ

では、「新たな司令塔機能の構築」や「マイナンバー

制度の抜本的改善」が掲げられている。 

日本の政府CIOが担うのは企画・調整が中心であ

るが、政府が打ち出したIT戦略を各機関や自治体に

落とし込むためには、現場での改革を後押しする実

行機能が重要であるが、これが不足している。政府

内の縦割りを排除するとともに、全体最適を見据え

た部門横断的な制度やツールを用いていくべきと考

える。また、自治体間連携の側面からも、情報シス

テムの標準化・効率化やクラウド活用の促進が求め

られる。政府CIOはその上で、情報システム全体の

トータルデザインを行わねばならない。これは企業

でも同様ではあるが、行政には優秀なIT人材が不足

している。国が一丸となって、他国からの遅れを取

り戻す取組が求められる。 

一方、マイナンバー制度は、新型コロナウイルス

感染症の特別定額給付金申請においてもその問題点

が浮き彫りになったが、行政の手続きに未だアナロ

グ対応が蔓延している他、マイナンバーカードの取

得に多くの国民が積極的でない等の問題点が指摘さ

れている。行政手続をオンラインで完結させること

を大原則として、利用者から見て最適なシステムを

構築する必要がある。

表１．日本における行政手続デジタル化の歴史

年月 取組内容 

2001年1月 

2002年12月 

2005年 

2006年1月 

2008年9月 

2010年5月 

2012年まで 

〈オンライン化100％目標⇒費用対効果の悪化⇒方向転換〉 

・IT基本法（高度情報通信ネットワーク社会形成推進法）施行

・「e-Japan 戦略」策定。「2003年までに、国が提供する実質的に全ての行政手続きをインターネット経由で可

能とする」 

・「行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律」（行政手続オンライン化法）の施行 

・国の申請・届出等の96％はオンラインで利用可能に。ただし、

※紙の作業の機械的置き換え⇒利便性の向上が行われず。

※年間利用件数のほとんどない手続もオンライン化⇒費用対効果の低下

・「IT 新戦略」発表。オンライン利用促進対象手続に重点化、「2010 年までにオンライン率 50％以上を達成す

る」 

「オンライン利用拡大計画」作成。利用されない手続きに係るシステムの停止に言及。 

・「新たな情報通信技術戦略」発表。業務プロセスの徹底見直し。 

・同戦略に基づく計画に基づき、2012年までに約3,500の手続きのオンライン利用停止

2013年5月 

2013年5月 

2013年6月 

2015年6月 

2016年12月 

2017年5月 

2019年5月 

2019年6月 

2020年7月 

〈マイナンバー制度創設（限定）、政府CIO、ワンスオンリー方針〉 

・「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律「マイナンバー法」成立、2015

年施行。2017年以降、本格稼働。 

・政府CIO法成立。政府の司令塔機能強化。

・「世界最先端IT国家創造宣言」発表。利用者中心のサービス設計。 

・「IT利活用に係る基本方針」策定。「電磁処理の原則」、「行政保有情報の共同利用の原則」など 

・「官民データ活用推進基本法」成立、施行。 

「デジタル・ガバメント推進基本方針」策定。デジタルファースト、コネクテッドワンストップ、ワンスオン

リー（デジタル化３原則）。

・「デジタル手続法」成立 

・「デジタル時代の新たなIT政策大綱」、「IT新戦略」 

・骨太方針

(出典)：市川類「何故、日本の行政手続のデジタル化は遅れているのか～海外比較組織論からの考察」,2020 

〈http://pubs.iir.hit-u.ac.jp/admin/ja/pdfs/show/2426〉 
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３．５Ｇについて 

未来を考える上で、第５世代移動通信システム

（５Ｇ）をはじめとするデジタル基盤や IoT、ビッ

グデータ、AIといったデジタル技術はますます重要

性を増している。令和２年版情報通信白書【４】によ

ると、４Ｇまでの移動通信システムは通信品質の向

上、通信の高速大容量化、サービスの多機能化、通

信料金の低廉化、利用範囲の拡大等で進化し、中で

も携帯電話の普及率はすさまじいものがあり、現在

では固定電話を持たず携帯電話のみで生活する若年

層も多く現れている。固定電話の契約数が1996年を

境に減少傾向に転じたのに対して、携帯電話の契約

数は、制度改革（端末売切制度の導入、料金許可制

の廃止）以降急伸し、2019年９月末時点では契約数

が約１億８千万に達し、人口普及率は 142％になっ

ている。 

 １Ｇから５Ｇまでの機能的な変化を振り返ると、

１Ｇでは音声通話に限定されており外出時の通話に

おいて特にビジネスマンに重宝されていた。２Ｇの

時代には、デジタル通信方式の導入により通話品質

が向上した他、電子メールやインターネット閲覧が

可能となったことにより利用者は更に増加したが、

この時代では未だ通信基盤のインフラとして機能し

ていたに過ぎない。３Ｇの時代には、日本国内で購

入した端末が諸外国でも使用可能となるとともに携

帯電話の多機能化が著しく進んだ。カメラ機能の搭

載や進化、携帯電話ゲームの普及、音楽再生チップ

を導入した携帯電話もこの時期に発売されている。

料金面でもパケ・ホーダイの機能が搭載され、ユー

ザーはデータ通信量も気にせずにインターネット閲

覧やメール送信などを行えるようになった。４Ｇの

時代はスマートフォンの普及期であるが、データ通

信だけでなく音声通話においても定額制が実現し、

通信速度もメガレベルからギガレベルに進化した時

代である。３Ｇから４Ｇへ移行していく段階で、ス

マートフォン向けOSを提供するAppleやGoogle等

のデジタル・プラットフォーマーが力を持ち、携帯

電話事業者、端末メーカー等様々な主体を巻き込み

ながら情報通信産業の中での位置づけを明確にし更

なる進化を遂げた。音楽や動画、ゲームといった娯

楽以外にも、様々なアプリが開発され単なる通信基

盤から生活そのものを支える手段へと進化した。 

 ５Ｇは、①超高速通信②超低遅延通信③多数同時

接続の特徴を有する移動通信システムであり、IoT

時代において様々な産業・分野に導入されることに

よって、業務の効率化や新たなサービスの創出等、

従来のシステムに比べてもユーザーの利用満足度を

高めより社会的インパクトを持つ手段になり得る可

能性を秘めている。但し、①～③の要件を全ての場

合において兼ね備えることは価格的にも困難である

ため、利用シーンに応じてどの機能を充実させるか

を見極め、より柔軟な対応によりシステムとしての

ユーザーの利用満足度は更に向上することが想定さ

れている。

４．デジタル社会到来により地方が受ける影響 

ここで、社会全体のデジタル化が進むことで地方

はどのような影響を受けるかについて考える。令和

元年版情報通信白書【５】によると、デジタル経済の

進化の中で、地方が受ける影響には、メリットとデ

メリットがあると分析されている。デメリットとし

ては、ICT による技術革新が進む中でこれまでの産

業が生き残れないとの指摘がある。但し、これは地

方に限定された話ではない。また、ICT の恩恵は、

人口集積・産業集積が顕著な都市部でその効果は相

当見込めるが、人口分散・産業分散の地方ではほと

んど恩恵はないとの考え方にも表れている。一方、

メリットとしては、ICTの効果は未だ道半ばであり、

効果のほとんどは未だ発現しておらず、都市部への

集中という現象も、一時的ではないかとの指摘があ

る。  

また、ICT の進化はこれまでも、時間・場所・規

模の概念を覆してきており、これからも様々な主体

間の関係再構築が予想されることである。現在でも

既に、地方に居ながら都市部とインターネット等を

経由し、事業を請け負うケースも増加している。こ

れら様々な主体間の関係再構築は、深化し、細粒化

し、複合化することが見込まれる(図２)。 

 これらメリットの恩恵を最大化するためには、地

方の努力は不可欠であり、今後も①インフラ整備②

ビッグデータを初めとするデータの有効利用③新た

な連携相手の開拓が必要となる。 

 デジタル・ガバメントに関する取組は、国や他者

に頼るという他力本願的発想ではなく、自らが主体 
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(出典):令和元年版情報通信白書< https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r01/pdf/01honpen.pdf>
図２．デジタル経済の中での地方のチャンス 

となって地方を変えていこうという発想の転換が必

要である。このような取組が、地方の抱える人口減 

少や少子高齢化による労働生産性の低下に歯止めを

かけるものと考える。 

５．先駆的自治体の事例 

 ４．ではデジタル社会到来により地方が受ける影

響について述べたが、今後の方向性を捉える上で先

駆的自治体の事例分析を行うことが有用と考え調査

を行った。 

① Ｌ－アラートについて【６】

総務省では、災害時において地方公共団体が発出

する避難指示等の関連情報を集約し、多くの事業者

や様々なメディアに対して一斉送信する共通基盤で

あるＬ－アラートの活用を推進している。Ｌ－アラ

ートは一般財団法人マルティメディア振興センター

が運営しており、2019年４月から福岡県が運用を開

始したことで、現在では全47都道府県で運用が開始

されている。災害時においては、適時・適切な情報

の把握が肝要であり、今後の更なる普及・活用のた

めには情報分析ツール等の開発が有用である。本事

例は一自治体に特化したものではないため、先駆的

自治体の事例としては不適切かもしれないが、今後

のデジタル・ガバメント化を考える上で非常に優れ

た事例と考えここで紹介した。 

② かわさきアプリについて【７】

川崎市ではスマートフォンの急速な普及に伴い、

市民や来訪者の方々に必要な情報を提供するツール

として、「川崎アプリ」を2016年４月から提供して

いる。 

富士通株式会社が初期システムを構築したこと

が知られており、位置情報とオープンデータを組み

合わせて、子育て・防災関連の情報を適時に市民に

伝達することを企図してスタートしたものである。

川崎市のホームページによるとサービス提供後の更

なるＡＩなどの更なるＩＣＴの進化に伴い住民のニ

ーズも変化していることから、令和３年にリニュー

アルが行われ更なる進化を遂げている。これにより、

ＡＩチャットボットが地域住民の様々な質問に答え

る他、予防接種や子供の成長記録等が管理できるよ

うになり、妊娠から出産、子育てをサポートする新

たな機能が追加されたことが知られている。 
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(出典):令和３年版情報通信白書<https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r03/pdf/01honpen.pdf>

図３．Ｌ－アラートの概要 

(出典):川崎市HP<https://www.city.kawasaki.jp/170/page/0000074782.html>

図４．かわさきアプリのリニューアルの概要 
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③ 神山プロジェクトについて【８】

総務省ホームページによると、徳島県神山町では

「神山プロジェクト」と題して、a.サテライトオフ

ィス(場所を選ばない働き方が可能な企業の誘致)、

b.ワークインレジデンス(仕事を持った移住者の誘

致)、c.神山塾(職業訓練による後継人材の積極的な

育成)等を進めている。魅力ある町づくりを目指すこ

とで、神山町は地方創生の聖地とも呼ばれており、

ITベンチャーの移転ラッシュ、移住者の増加等の現

象がみられています。 

６．まとめ 

筆者は、世界でデジタル・ガバメント化が進んで

きたが、先進国と新興国・発展途上国では成功に向

けたロードマップは異なると考える。日本では既存

の情報通信のインフラで事が足り、日本人全体の危

機感が薄いことがデジタル・ガバメント化が思った

ように進まない 

一番の原因であると考える。今般の新型コロナウ

イルス感染症の広がりの中での日本全体のデジタル

化の遅れによる対応の不十分さ等も踏まえつつ、デ

ジタル・ガバメント化がもたらす利点について言及

し続けたい。 

デジタル・ガバメント化は、地方の抱える財政逼

迫、人口減少という課題解決のための抜本的な対策

であると考える。今後も、本領域について検討を続

けたい。 

〈参考文献〉 

【１】村田吉優「地域再生のエンジンとしての官民協働に関する研

究～水平的官民協働による公共の改革と地域活性化～」『三重大学大

学院地域イノベーション学研究科 博士論文』，2014 

【２】岡石義和「官民協働事業モデルの新領域についての研究」『三

重大学大学院地域イノベーション学研究科 博士論文』，2017 

【３】一般財団法人教育振興財団調査研究班「政府のデジタル・ガ

バメントへの取組」,2021 

【４】総務省「令和２年版情報通信白書」,2020 

<https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r02/p

df/02honpen.pdf> 

【５】総務省「令和元年版情報通信白書」,2019 

<https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r01/p

df/01honpen.pdf> 

【６】総務省「令和３年版情報通信白書」,2021 

<https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r03/p

df/01honpen.pdf> 

【７】川崎市HP 

<https://www.city.kawasaki.jp/170/page/0000074782.html> 

【８】総務省HP 

<https://www.soumu.go.jp/main_content/000324372.pdf> 

(出典):総務省HP<https://www.soumu.go.jp/main_content/000324372.pdf> 

図５．神山プロジェクトのポイント 
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医療関連分野への AI の適用事例 

豊谷 純*・奥山祥太**・大前佑斗***・柿本陽平**** 

Jun TOYOTANI, Shohta OKUYAMA, Yuto OMAE and Yohei KAKIMOTO 

近年はコンピュータの性能が向上して，従来であればスーパーコンピュータで処理していたものが，パソ

コンやスマートフォンなどでも処理が可能になった．そのために AI やデータサイエンスが実用レベルに導

入されて，様々な問題に適用されている．近年ではスマートフォンの顔認証をはじめとして AI(Artificial

Intelligence)が様々な具体的問題に適用されるようになっている．

このように早急に AI が導入されるようになった要因としては、Python などの新しい言語で，データサイ

エンスや AI の数理モデルが簡単に利用できるようになっている点が挙げられる．そこで本報告では、物流

センターの最適配置問題や視覚障害者向けの信号認識 AI システム，外国人向けの薬ナビゲーションシステ

ム，そして車酔いをしにくくする AI システムの開発を行っているため、その一部を報告する．

キーワード：データサイエンス、AI、事例

1.はじめに

これまでにマーケティング，AI，医療，社会シミ

ュレーション等の技術を企業経営や地域社会で実際

に役に立つような研究を行って来た．その中で今回

は，物流センターの最適配置や医療関係の分野にお

ける AI の導入事例を紹介する． 

2. 薬局の物流センター最適配置問題

薬局など、施設に関する最適配置問題に関しては、

既に多くの報告がある。ただし、今回は店舗と物流

センター間での、物流コストを最小にする必要があ

るので、単に距離だけでは無く、取り扱う荷物の総

重量と、それを移動する各店舗と物流センターとの

距離の積で評価する必要がある。

図１ 初期のグループ割当(左)と最終的なグループ割当(右) 

今回は遺伝的アルゴリズム（Genetic Algorithm: 

GA）を利用して、条件としては、各店舗から各グル

ープ毎の物流センターとの距離と荷物重量の積が最

小となる程，適合度を高く設定した．

3. 視覚障害者向け信号案内

視覚障害者等は，交差点や横断歩道で，ほとんど

の信号機は，音声の案内が無いものが多い．そして

歩行者信号が，いま青なのか，赤なのかが分からず

に困っている状況である．そのために，著者は歩行

者が携帯可能なノートパソコンが入った車輪付き機

器を利用して，歩行者信号を「人工知能：AI」で認

識して視覚障害者に伝えるシステムを開発している． 

図２ 視覚障害者向け信号認識システム
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この画像は，歩行者の人間を認識したり，歩行者

用の赤信号を認識した結果が示されている．

4. 外国人向け薬ナビゲーション

外国人向けの薬局でのスマホ向け薬ナビアプリで

す．例えば私達が外国に行って具合が悪くなった際

に薬局に入るとどれも知らない製品ばかりで，表記

を見ても日本語は無く，英語も専門用語ばかりで，

どれを買えば良いのか大変に困っている．ただし店

舗のグループ割り当ては１から５まで、乱数でバラ

バラに割り当てられる事から、各グループ毎の重心

位置は、どれもほぼ同じ位置に重なってしまい、収

束計算が進まなくなった。従って初期位置に関して

は図２のように、グループ１から５までを、重なら

ないように配置してから、GA による繰り返し計算

を開始した。

このように外国人が日本に来て感じている問題が

あり，これを解決するためのスマホ・アプリ開発を

薬学部の小山由美先生と共同で行った．これに AI

を導入して予測機能を加えれば，同じような条件を

選択している人は，こういう薬を選択することが多

いなど，使いやすいシステムにすることができる．

図３ 外国人向け薬ナビ画面

5. 車酔いをしにくくする AI システム

乗り物酔いをしやすい人は，自律神経や三半規管

の混乱が関係していると言われている．心理的要素

も影響していると考えられるが工学的な視点から，

分析を行う場合は因果関係を明らかにするために，

可能な限り単純化することが望まれる．

そこで本研究では視点の動きのみに着木して，同学

部の大前先生と共同で車酔いとの関連を調査してい

る．その結果としての例ではあるが，車酔いをしな

い人は，図５の右のように視点がほぼ移動していな

いが，車酔いをしやすい人は，同図左のように視点

が大きく動いている事が分かる．

現在は視点の動きについて，決定木やランダムフォ

レストを適用した分析を行っている．

図４ 車酔いと視点計測結果

6. おわりに

現在はまだ AI 研究のスタート地点でしか無いが，

既存の研究を含めて，各分野における問題に対して

どのような AI やデータサイエンスでの解決手段が

有効かを検討している段階である．

いま感じているのが企業には膨大なデータを蓄積

しているが，それをどのように使ったら良いか模索

している状況が多いという事である．今後は個人情

報や機密情報の問題で外に出せないデータもあるが,

問題のある項目をマスキングするなど工夫をするこ

とで，共同研究が可能になる．さらにデータサイエ

ンスや AI をベースとした改革の推進に，お役に立

てればと考えている．

参考文献 

[1] 豊谷・渡邊・若林，経営のための AI とプログ

ラミング言語，日本情報ディレクトリ学会第 23

回全国大会研究報告予稿集,pp.11-14,2019 

[2] 奥山・豊谷・浦田・大前,日本情報ディレクト

リ学会誌,車酔い自動判定モデルとランダムフ

ォ レ ス ト に よ る 視 線 動 向 の 階 層 化 分

類,Vol.19,pp.2-9, 2021 
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新型コロナ経済危機下の CMS 対応能力 

福嶋 幸太郎* 
小﨑 茂雄**

１．はじめに 

1.1 新型コロナ感染拡大による経済への影響                     

中国の武漢市から発生した新型コロナウィルス

（以下、「新型コロナ」という）の世界的な感染拡大

により、「IMF は、2020 年の世界経済の見通しで、

GDP の成長率を▲4.9%と予測し、経済損失は 2 年

間で 12.5 兆 USD（約 1300 兆円）と試算した。そ

して、世界経済は大恐慌時（1930～32 年・約 18%

縮小）以来の最悪の景気後退」１と評している。特に、

「米国はリーマンショック（▲5.4%）を超えて、第

二次世界大戦の特需が消えた1946年（▲11.6%）以

来、74 年ぶりの大幅なマイナス成長になる。また、

英国は前年比▲10.2%と予測、大寒波があった1709

年（▲13.4%）以来の、311年ぶりの記録的マイナス

成長と見られている。日本は前年比▲5.8%、リーマ

ンショック後の2009年（▲5.4%）を超える景気悪

化」２と予測されている。 

2020 年9 月、内閣府は4～6 月期の実質GDPの

2 次速報値を発表した。前期（1～3 月）より▲

7.9%、年率換算では▲28.1%となった。成長

率のマイナス幅は、比較可能な 1980 年以降

で最大で、戦後最悪の落ち込みとなった。こ

れまで最大だったリーマンショック直後の、

2009 年 1～3 月期の年率換算の▲17.8%と比

較しても、大きく下回ることとなった。 

2020 年 3 月期決算の有価証券報告書では、新型

コロナの影響を開示した上場企業が、全体の約7割

に上っている。さらに、重要な後発事象には、資金

調達に影響を与えることを開示する事例も多い。同

年7月、日銀が発表した大企業製造業の景況感を示

すD.I.３は▲34 となり、リーマンショック後の2009

年 6 月以来の低水準になった。そして、3 月期本決

算の主要な東証上場企業 1,703 社の、2020 年 4～6

月期の決算では、「売上高は前年同期比で▲18%の

126 兆 1409 億円、最終損益は同様に▲57%の 4 兆

575億円」４となった。 

財務省[2020]では、法人の2020年4～6月期の

短期借入金は前年同期比で、20.8%増の181兆

6389億円となる一方、有価証券は▲22.4%の14兆

9901億円となり、法人は資金繰りのために、手元

流動性を高めている状況にある。 

 新型コロナは、リーマンショック、東日本大震災

よりも大きな経済危機をもたらしている。このよう

な経済状況下で、グループ経営基盤であるキャッシ

ュ・マネジメント・システム（以下、「CMS」とい

う）は、どのような影響を受けているのであろう

か。 

1.2 本稿の目的 

CMSは、グループ各社で生じる毎日の資金過不

足を提携銀行と連携し、ゼロバランス５、EB６、イ

ンターネット、アプリケーションを活用して、運転

資金を調整することによって、企業グループ全体の

現預金を一元管理し、その運転資金量を圧縮して、

効率的な資金利用を図る企業財務システムであり、

企業グループの重要な財務基盤として位置づけられ

ている。 

経済産業省調査[2015]によれば、東証一部・二部

上場企業のうち、国内CMS採用企業は46％と約

半数が国内CMSを導入している。そして、CMS

を導入している企業は、その主要機能であるキャッ

シュ・プーリング（以下、「CP」という）を採用し

ている７。 

新型コロナ経済危機下の真っただ中で、グループ

経営基盤であるCMSにおいて、インハウスバンク

は金融仲介機能を果たせているのか、一方の参加会

社の資金繰りはどのような影響を受けているのか、

という研究動機が存在する。 

そこで、1999年4月からCMSの運用を開始し

た大阪ガス（株）において、過去のCPデータが残

っているか否かを確認したところ、インハウスバン

クと参加会社の貸借データ８のうち、2004年4月

から16年間に亘る貸借データが残っていることが

判明した。 

*兵庫県公立大学法人 芸術文化観光専門職大学・教授、**大阪ガス（株）財務部・課長
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そして、2008年9月のリーマンショック、2011

年3月の東日本大震災時のCPの貸借データを基

に、過去の経済危機が大阪ガス（株）のグループ会

社９（以下、「ダイガスグループ」という）の資金

繰りに対して、どのような影響を与えたのかについ

て、相関分析を試みた。 

また、2020年の新型コロナ感染拡大による経済

危機は継続中であり、貸借データの検証ができない

ため、ダイガスグループの国内財務責任者（65

社・46 人）１０へのアンケート調査を実施した。こ

れらの相関分析とアンケート調査を基に、大規模な

経済危機下で、参加会社の資金繰り影響の実態を明

らかにし、CMSには経済危機対応能力があるのか

を探ることが、本稿の目的である。 

２．リーマンショック・東日本大震災時の 

ＣＰ貸借データの相関分析 

2.1 調査結果 

 CP は CMS における主要機能であり、インハウ

スバンクと参加会社との貸借機能である。しかし、

CP は強い資本関係が存在するグループ内金融であ

るため、一般的に資本関係がない銀行融資とはその

内容が異なる。それ故、CP で生じたデータと銀行

融資で生じたデータでは、相違があるとする意見も

あろう。そのため、名目GDP（以下、断りがない限

り「GDP」という）と CP 預貸の各数値、CP と銀

行の預貸率の相関関係の有無を調べることにした。 

2004 年 4 月から 16 年間の GDP と、CP の貸借

データはどのような相関関係にあるのか。 

リーマンショックと東日本大震災の前後4年間で

は、GDPとCP各指標にどのような相関関係がある

のか、銀行の預貸率とCP の貸借データにどのよう

な相関関係があるのかを分析した。なお、大阪ガス

（株）では2000年4月から長期CMS（固定長期資

金貸付）を導入しているため、これも分析対象に加

えた。 

 CP 相関分析の対象項目と 2020 年 7 月末のデー

タは、次の通りである。CP預け金１１794億円、CP

貸付金 349 億円、長期CMS1902億円、CP 預貸ギ

ャップ１２（CP 預け金－貸付金）445 億円、CP 預貸

率１３44％である。なお、現時点での参加会社は国内

CMS参加会社65社１４である。 

2.2  2.1 の発見事項と考察 

GDP 

2004～2020年 

全期間 

2006.9～2010.9 

リーマンショック 

2009.3～2013.3 

東日本大震災 

CP預け金 
0.34 

弱い正の相関 

-0.53 

負の相関 

0.18 

相関なし 

CP貸付金 
-0.30 

弱い負の相関 

-0.79 

強い負の相関 

-0.05 

相関なし 

長期CMS 
0.14 

相関なし 

-0.69 

強い負の相関 

0.36 

弱い正の相関 

CP預貸 

ギャップ 

0.38 

弱い正の相関 

0.26 

弱い正の相関 

0.13 

相関なし 

CP預貸率 
-0.28 

弱い負の相関 

-0.17 

相関なし 

-0.23 

弱い負の相関 

図表1．GDPとCPの相関関係 （出所）著者作成 

（注）GDPは、内閣府経済社会総合研究所の四半期毎

の数値で季節調整済み。相関係数は、四半期GDPを毎

月次に適用し、CPの毎月末残高との相関を算定。 

図表1.の2004～2020年の全期間では、景気が良

くなれば GDP が増加し、参加会社の資金繰りが改

善し、預け金が増加し（弱い正の相関）、貸付金が減

少する（弱い負の相関）。そして、預貸ギャップが拡

大して（弱い正の相関）、預貸率が低下する（弱い負

の相関）。 

一方、長期 CMS は設備投資用の長期固定金利で

の借入となるため、景気の動向に影響されるという

よりは、参加会社の事業計画に影響を受けたと推測

される（相関なし）。 

 図表1.の2006～2010年のリーマンショック前後

では、景気が悪化して GDP が減少すると、参加企

業の預け金が増加し（負の相関）、貸付金も増加して

いる（強い負の相関）。通常は景気が悪化してGDP

が減少すると、参加会社の預け金が減少するはずで

ある。しかし、特定の参加会社が長期 CMS で資金

調達し、決済までの間にCP の預け金で運用してい

た可能性がある。ただし、個々の参加会社のデータ

は年数が経過しており、記録が残っていないので、

検証はできなかった。 

そして、貸付金が増加するため（強い負の相関）、
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預貸ギャップが小さくなり（弱い正の相関）、預貸率

が上昇する（弱い正の相関）。全期間と同様に、長期

CMSの金額が増加している（強い負の相関）のは、

景気の動向にあまり影響されず、参加会社の事業計

画に影響されたと見られる。 

図表1.の2009～2013年の東日本大震災前後では、

景気が悪化して GDP が減少したが、参加会社の預

け金との相関が見られなかった。また、貸付金も景

気悪化の影響を受けていない（相関なし）。そして、

CP の預貸ギャップとの相関は見られず、預貸率は

上昇している（弱い負の相関）。 

これは、ダイガスグループでは全国展開している

参加会社も多いが、関西圏に営業基盤を置いている

会社が多いことから、東日本大震災の影響を大きく

は受けていなかったと推測される。 

 CP預貸率 

2004～2020年 

全期間 

2006.9～2010.9 

リーマンショック 

2009.3～2013.3 

東日本大震災 

銀行預貸率・

月末残 

0.80 

強い正の相関 

0.48 

正の相関 

0.95 

強い正の相関 

図表2．CP 預貸率と銀行預貸率の相関関係 

（出所）著者作成（注）銀行預貸率は、全国銀行協会

「全国銀行預金・貸出金速報」の数値 

図表2．では、CP預貸率と銀行預貸率の相関関係

は、全期間（16年）に亘り、強い正の相関関係があ

る。また、リーマンショク時には正の相関、東日本

大震災時には強い相関関係が見られる。 

これは、インハウスバンクが外部金融機関の銀行

と同様に、資金繰りなど監視活動を通じて参加会社

の経営情報などの情報生産機能を果たし、参加会社

のリスク負担機能など、金融仲介機能を果たしてい

ることを示している。そして、CP は経済危機下の

参加会社への資金繰り影響を緩和し、グループ全体

の経済危機対応能力を有することが判明した。 

３．新型コロナ時の財務責任者アンケート 

調査 

3.1 調査結果 

本アンケートの調査期間は、2020年7月20 日～

28 日であった。なお、ダイガスグループでCMSの

運用を開始して 21 年が経過するが、参加会社の

CMS財務責任者にアンケート調査を実施するのは、

今回初めてであった。 

そして、アンケート調査の回答選択肢は、不明確

になる「どちらでもない」を排除し、「非常に大きい」

「大きい」「小さい」「非常に小さい」というように

4 択の回答方式を採用した。なお、程度を問わない

質問は「はい」「いいえ」の2択とした。以下の各質

問項目の後に、選択項目は4択ないしは2択、自由

回答と表記することにする。 

以下に、質問（Q）と回答（A）の結果を記述する。

なお、回答の後の数値は、社数である。 

Q1「資金繰り対応として、どのようにCMSを活

用したか？」（自由回答）に対しては、A1「CPの預

け金の取崩し、借入金の増加、その両方、CMSを活

用して資金繰りリスクを回避した」と回答した。 

Q2-1「外部金融機関からの借入を利用したか？」

（2 択）に対して、A2-1「利用した 3、利用しなか

った43」となり、93％が外部金融機関からの借入を

利用していなかった。外部金融機関を利用した会社

は、最近グループ入りした会社 2、ないしは合弁先

との関係がある会社1に留まっていた。 

 Q3「経済危機下の資金繰り対応として、CMS は

信頼をおけるものか？」（4択）に対して、A3「大い

に信頼できる 27、信頼できる 18」と、ほぼ全社が

CMSに信頼をおいていると回答した。 

また、その理由を質問（自由回答）したところ、

「（A）外部金融機関に比べて預け金の金利が高く、

借入金利が低い金利条件面、（B）CMS 口座のゼロ

バランスが毎日実行され、資金移動が自動的に生じ

て、参加会社が資金繰りをしなくてすむ点、（C）（B）

は毎夜間自動的に資金移動が生じるため、貸借取引

のスピードが速い点、（D）民間金融機関は経済情勢

の変化に影響されるが、CMS はグループ会社の資

金繰りのために存在するため、経済情勢の変化に影

響されにくい点（例えば貸し渋り・貸し剥し）、（E）

資金運用や調達で、外部金融機関との交渉が不要で

ある点」を挙げる参加会社があった。 

Q5「経済危機下の資金繰り対応として、CMS は
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会社経営にどのような影響があったか？」（自由回答）

に対して、A5「資金繰りがフリーなため、事業に集

中できる」と回答した会社が19 あった。 

 Q6 で Q5 の逆に、「CMS が利用できなかった場

合、経営面でどのような影響があるか？」（自由回答）

に対して、A6「銀行からの資金調達に奔走しなけれ

ばならない、設備投資抑制・人件費削減に踏み込ま

ざるを得ない、買掛金支払い・給与等の支払い遅延

が生じる、事業の継続に支障をきたす、支払サイト

の見直し、金融機関との取引強化」が必要と回答し

た。 

 Q7「グループ経営基盤として、CMS は機能して

いると評価するか？」（4択）に対して、A7「評価で

きない・まったく評価できないは共に 0、大いに評

価できる 30、評価できる 16」と回答し、参加会社

財務責任者全員が評価できると回答した。 

 Q9-1「CMS 口座以外に、会社が保有する銀行口

座はあるか？」（2 択）に対して、A9-1「はい 42、

いいえ 4」と回答し、90%以上が CMS 口座以外の

銀行口座を保有していると回答した。Q9-2で「具体

的な銀行はどこか？」（自由回答）に対して、A9-2「参

加会社の本店が所在する地方銀行・信用金庫・メガ

バンクの支店」、顧客の利便性を考慮していると推測

される「ゆうちょ銀行」などと回答した。 

Q9-3「CMS以外の銀行口座からCMS口座への、

資金移動サービス１５を利用しているか？」（2択）に

対して、A9-3「はい17、いいえ25、無回答4」と回

答し、資金移動サービスを利用する参加会社は37%、

利用しない会社は63％となった。 

 資金移動サービスの未利用会社に対して、Q9-4

「その理由はなぜか？」（自由回答）と質問すると、

A9-4「小口現金用、財形貯蓄用、プロジェクトファ

イナンス用、納税用など特別目的のために利用」と

回答した他、長期の低金利環境下で、「毎月末のCMS

口座への資金移動で十分」「一定残高を超えると、都

度CMS口座へ資金移動」と回答した。一方で、A9-

4「資金移動サービスを知らない」が 2、「詳しく教

えて欲しい」が2あった。 

3.2 3.1 の発見事項と考察 

参加会社のCMS評価として、Q5・A5において、

新型コロナの経済危機下にあっても、CP 本来の資

金繰りがフリーとなる機能によって、事業に集中で

きる点を参加会社は大きく評価している。Q6・A6に

おいて CP を利用できないと仮定すれば、参加会社

は、買掛金支払い・給与等の支払い遅延、支払サイ

トの見直し、設備投資抑制・人件費削減を検討せざ

るを得ず、銀行からの資金調達に奔走しなければな

らないことを想定している。 

実際には、Q1・A1 において、参加会社は CP の

預け金の取崩し、借入金の増加、その両方で、CMS

を活用して、資金繰りリスクを回避したと回答して

いる。その結果、Q3・A3において、ほぼ全社がCMS

に信頼をおいていると回答した。 

そして、Q7・A7 において、参加会社財務責任者

全員が、CMS はグループ経営基盤として機能して

いると評価できると回答した。 

このように、CP は参加会社にはオートマティッ

ク・キャッシュフロー（打ち出の小槌）１６のように

映る。しかし、インハウスバンクが、各々の参加会

社の入出金予定金額を実態に近い精度で把握し、グ

ループ全体の資金繰りができなければ、資金繰り精

度が低下し、その乖離金額はインハウスバンクへ転

嫁される。その結果、余剰資金が逼迫するインハウ

スバンクでは、金利の高い提携銀行の当座貸越しな

どを利用せざるを得ない可能性がある。また、機動

的な社債による資金調達などに支障を来すことにな

る。 

したがって、インハウスバンクは、参加会社の意

向とは逆行するオートマティック・キャッシュフロ

ー対策を講じながら、参加会社との利害バランスを

採る、つまりプリンシパル・エージェンシー問題の

解決策を講じることが欠かせない。 

Q2-1・A2-1 において、93％の参加会社が外部金

融機関からの借入を利用していないことが分かった。

これは、関係会社基本規程およびCMS運用規程で、

関係会社の資金調達は原則 CMS によるとしている

からである。また、銀行と比べて、経済合理性に優

れたCPの特長がこれに影響しているからである。 

CMS が導入されている企業グループには、銀行

預金・融資の利用が見込めないため、銀行営業担当

者はCMS参加会社を訪問しない。その結果、CMS
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参加会社は銀行営業担当者と接触する機会がなくな

り、銀行からの金融情報を得る機会がなくなる。A9-

4「資金移動サービスを知らない」が 2、「詳しく教

えて欲しい」が2あったことからも、これを論証で

きる。 

したがって、参加会社の財務責任者は、銀行のサ

ービスを能動的に情報収集するか、インハウスバン

クの責任者が参加会社に対して、これらの情報を適

宜提供する必要がある。 

以上、新型コロナ禍で企業の資金繰り不安が広が

る中、2020年7月に実施したアンケート調査Q5・

A5、Q6・A6、Q7・A7によって、CMSの主要機能

CP を利用している参加会社の財務担当者は、詳細

な資金繰り負担を軽減され、本来事業への取り組み

に集中でき、CMS へ大きな信頼感を寄せているこ

とが分かった。つまり、新型コロナによる経済危機

においても、CMS の経済危機対応能力が発揮され

ている。 

４．おわりに 

 新型コロナは、リーマンショック、東日本大震災

よりも大きな経済危機をもたらしている。そして、

現在ワクチンの開発が急がれており、世界的には未

だ感染拡大が収束していない。したがって、2020年

の秋冬の時点で、CMS の危機対応能力を論じるの

は、外的経済環境が流動的で、限界があるとの意見

もあろう。 

しかしながら、新型コロナ禍で企業の資金繰り不

安が広がる中、2020 年 7 月に実施したアンケート

調査 Q5・A5、Q6・A6、Q7・A7 によって、CMS

の主要機能 CP を利用している参加会社の財務担当

者は、詳細な資金繰り負担を軽減され、本来事業へ

の取り組みに集中でき、CMS へ大きな信頼感を寄

せていることが分かった。そして、新型コロナによ

る経済危機下でも、CMS の経済危機対応能力が発

揮されていることが分かった。 

過去の経済危機（リーマンショック・東日本大震

災）時の、CMSの経済危機対応能力の有無を確かめ

るために実施した CMS 貸借データの分析では、リ

ーマンショック時における GDP と CP 貸付金が強

い負の相関関係があり、CP の資金供給力の高さが

判明した。そして、大きな経済危機においても、CP

預貸率と銀行預貸率が強い正の相関関係があること

から、CP は銀行と同様の金融仲介機能を果たしな

がら、参加会社への資金繰り負担の軽減に寄与して

いる。 

 これらのことから、CMS 特に CP は、以下 3 点

が有効に機能している。1 点目は、大規模な経済危

機においても、グループ各社が資金繰りのために、

本来の事業活動を割かれ、事業に集中できない状況

を回避できる点が挙げられる。2 点目は、インハウ

スバンクが参加会社の入出金予定精度を高めながら、

グループ全体の資金繰りを一手に負って、機動的な

資金繰りを実行できる財務的仕組みが機能している

点にある。3点目は、EB・ゼロバランス・インター

ネットを駆使して、グループ内でスピーディ・自動

的・効率的な貸借取引が可能な点が挙げられる。そ

して、前述の通り、過去の経済危機（リーマンショ

ック・東日本大震災時）や、現在進行中の新型コロ

ナの経済危機においても、参加企業の資金繰りに大

きく貢献しており、経済危機対応能力を有している

ことが、本研究から判明した。 

CMSは、Windows95 が発売されてインターネッ

トが普及する中で、1990年代後半に開発された財務

アプリケーションによって運用されている。そして、

日本国内ではメガバンクなど大規模銀行がこれを提

供している。国内に約100行存在する地方銀行では、

CMS のアプリケーションをビジネスに有効活用し

ている銀行はない。 

その結果、大規模グループ傘下の子会社は、地方

銀行との取引をやめて、経済合理性に優れた CMS

へ加わることになり、地方銀行取引先は CMS に奪

われる。 

CMS に係わる情報やデータは、容易には入手で

きないものであるため、CMS の実際の運用に関す

る研究は少ない。本稿が CMS 研究の一助になり、

新たな課題の発見やその解決を通じて、企業経営に

欠かせない、より効率的な資金繰りの実践に繋がれ

ば幸いである。 

以上 
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１ 『日本経済新聞』（朝刊）2020年6月25 日 
２ 同上 
３ 「D.I.」（ディー・アイ）とは、Diffusion Index
の略で、企業の業況感や設備、雇用人員の過不足な

どの各種判断を指数化したもの。D.I.は、各判断項

目について3個の選択肢を用意し、選択肢毎の回

答社数を単純集計し、全回答社数に対する「回答社

数構成百分比」を算出した後、次式により算出。

D.I.＝（第1選択肢の回答社数構成百分比）－（第

3選択肢の回答社数構成百分比） 
https://www.boj.or.jp/announcements/education/os
hiete/statistics/h13.htm/,2020年8月19日アクセ

ス 
４ 上掲紙2020年8月18日 
５ 福嶋[2018] ,25頁脚注,「インハウスバンクと参

加各社は、提携銀行にCMS専用の当座預金を設定

し、提携銀行は参加会社のCMS口座残高を毎日の

銀行営業終了後に、残高を0円とする自動操作を

行う。つまり、この操作実行直前のある参加会社の

残高がプラスとなった場合には、ゼロバランスの操

作実行により残高を0円とし、同一金額だけイン

ハウスバンクの口座をプラスさせる（資金集中）。

一方，ある会社の残高がマイナスとなった場合に

は，ゼロバランスの操作実行により残高を0円と

し、同一金額だけインハウスバンクの口座をマイナ

スする操作（資金配布）を、提携銀行のコンピュー

タ上で実行する。CMSでは、この操作実行のこと

をゼロバランスと呼んでいる。 
６ Electronic Banking, 企業に設置したコンピュー

タから通信回線を介して銀行の情報システムに接続

し、サービスを利用すること。 
７ 福嶋[2018] ,第1章第2節本書の構成と概要,9頁

参照。 
８ 年数が経過した貸借データ（預け金・貸付金）

は合計値のみ記録が残っており、個々の参加会社の

貸借データは存在していなかった。 
９ 出資比率が50％超で代表取締役を派遣している

子会社、出資比率が50％以下でかつ筆頭株主であ

り、実質的な支配会社をCMS参加会社と判断して

いる。 
１０ 法人数が65 社、財務責任者が46人となってい

るのは、9社の風力発電会社、3社の産業ガス会社

などで、財務責任者が共通となっているからであ

る。 
１１ CP 預け金は、厳密には銀行預金とは異なる

が、参加会社からインハウスバンクへの貸付金であ

り、銀行預金に相当する。 
１２ 銀行の預貸ギャップ（預金－貸付金）をCP預

け金とCP 貸付金に援用した。 
１３ 銀行の預貸率（貸付金÷預金）をCP 預け金と

CP貸付金に援用した。 
１４ 家庭用ガス電気営業、産業用ガス電気営業、ガ

ス電気製造の3社の基盤会社に加えて、不動産4
社、情報システム4社、都市ガス4社、産業ガス4
社、空調4社、化学2社、ガス配管2社、ガス火

力発電2社、金融2社、住宅設備2社、風力発電9
社、電気小売・LPガス卸・海運・料理学校・警

備・グループシェアード・研究受託・フィットネ

ス・メーター検針・地域冷暖房・介護など各々1社

など、国内65社が国内CMS参加会社となってい

る。 
１５ CMS提携銀行のEBとは別に、（株）NTTデ

ータが提供するインターネットを利用した端末認証

サービスVALUXを活用し、同社のANSERサー

ビスで自社銀行口座間の資金移動を行うこと。 
１６ オートマティック・キャッシュフロー（打ち出

の小槌）は著者の造語である。この課題に対して

は、入出金予定・実績表の入力義務化、予実乖離理

由の聴取、借入限度額の設定、ペナルティ金利の運

用など抑止対策を講じている。詳細は、福嶋

[2018] ,第3章第3節,62－65 頁参照。 

（参考文献） 
・ 経済産業省調査[2015]「平成26 年度総合調査

研究GCMおよびABLの現状と普及促進に向

けた課題の調査等」

・ 財務省[2020]「四半期別法人企業統計調査（令

和2年4月6月期）結果の概要」

・ 福嶋幸太郎[2018]『連結経営実現のためのキャ

ッシュ・マネジメント・システム』金融財政事

情研究会

・ 福嶋幸太郎[2015]「CMSキャッシュ・プーリ

ングの経済的効果と運用課題」関西ベンチャー

学会誌, (7) 22 – 31頁

・ Anvari M.[1986] ,”Efficient Scheduling of
Cross-Border Cash Transfers” ,Financial 
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Management and Hedging: A Comparison of
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・ Freeman R. Paul[1982], “International cash
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・ Herring,R.,and Carmassi,J.[2009]”The
corporate structure of international financial
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女性のスカート着用の歴史からみるスカートのプロダクトライフサイクルに関する一考察 

三品真理*・鈴木邦成** 

１．本研究の背景と目的 

女性を象徴するアイテムの 1 つであるスカート

の着用は、時代と共に減少している。この理由を

女性のスカート着用の歴史をプロダクトライフサ

イクルにあてはめて(1)洋装化による導入期、(2)

制服の導入による成長期、(3)文化とメディアに

よる成熟期、(4)多様性による衰退期、に分類し

た。これらから、スカート着用の減少の理由とし

て、女性の活動領域の変化、生活スタイルの変化、

文化や流行の個人への影響などが現在の減少に繋

がっていったことがわかった。 

２.女性のスカート着用の背景

スカートの女性像の意識が生まれる背景には、

スカート着用の歴史とその影響がある。スカート

の根源として、衣服の形態・種類の大きな要因は、

天候・温度による環境、風土により得られる植物

や動物など、衣服の材料の元となる資源の存在が

ある。また、宗教や政治、他国からの侵略などに

より、衣服の形状は変化している。現在でもスコ

ットランドのキルトスカートは、男性の正装とし

て取り入れられ、スカートの着用が民族の伝統と

して引き継がれている例もある。しかし、「主に

スカートを着用するのは、女性である。」という

文化は、世界中に広まっている。この理由の 1 つ

として、旧約聖書に記載されている「女は男の着

物を身に着けてはいけない。男は女の着物を着て

はならない。このようなことをする者をすべて、

あなたの神は、いとわれる。」1)とあるように、

キリスト教の中では、男女の服装の区別は神の定

めとされ、女性はズボンを着用してはならなかっ

た。世界人口の 30%がキリスト教であり、世界へ

の影響力が大きく、洋装の文化を持つ欧米の多く

がキリスト教圏ということからも、「スカートは

女性が着用する衣服」として認識された。かつて

西洋では、女性がスカートやドレスを着用して着

飾ることは、男性の権威や美貌のためであったが、

その後、社会的・政治的・経済的な女性の解放に

より、大衆化された衣服となった。 

３.スカートのプロダクトライフサイクル

コトラーなどが指摘するように2)、製品の売上

と利益の変遷を導入期・成長期・成熟期・衰退期

の 4 つの段階で説明するモデルであるプロダクト

サイクルがある。

図１ プロダクトライフサイクルのイメージ 

我が国におけるスカートのプロダクトライフサ

イクルを時代で見ると、1850 年代の導入期から

はじまり、その後、戦争や女性の社会進出の影響

による高度成長期がそのままスカート着用の成長

期となる。メディアや文化の輸入などで我が国の

多くの女性がスカートを着用するようになり成熟

期を迎える。日本におけるスカートの現状は、衰

退期にあてはまるといえる。これは国の成長の推

移と合わせて、国として成熟し、文化的にも落ち

着いた状態になると服装の選択肢も増加し、女性

のスタイルの選択幅も広がりパンツスタイルも多

くなる。2000 年代になるとジェンダーレスやダ

イバーシティなどのスカートの着用の自由が広が

り、学生服や企業における制服にも女性のボトム

スの選択の自由が生まれた。この影響や昨今のア

*日本大学大学院生産工学研究科 博士後期課程  **日本大学 教授 
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パレル業界全体の売上低下からしても、スカート

は現在、衰退期を迎えつつある。スカートのプロ

ダクトライフサイクルをより具体的な考察を行う

ために、(1)洋装化による導入期、(2)制服の導入

による成長期、(3)文化とメディアによる成熟期、

(4)多様性による衰退期、に分ける。

(1)我が国の洋装化とスカートの着用の導入期

我が国のスカート着用の歴史は、女性の象徴と

して既にパッケージ化されたスカートが我が国に

輸入されたことから始まる。そのため、多くの人

は女性のスカート着用に疑問に思うことはなかっ

たが、和装からの変化に戸惑いや反発などがおき

た。我が国では、江戸時代までは着物を着用して

いたが、1850 年代から洋装が取り入れられ、洋

装文化は男性を中心に広まっていった。女性の洋

装化は、主として、外交の場で着用されはじめた

ことから始まり、代表的な例としては、1883 年

に外交の場となった鹿鳴館風俗がある。夫人や令

嬢の格好は、髪は束髪でウエストはきついコルセ

ットを締めて、当時の欧米で流行していた腰の後

部を膨らませた長い裳裾のバッスルスタイルとい

う格好3)をしていた。鹿鳴館への出入りの条件で

ある「男女同伴・洋装に限られる」は、女は家に

あるものという復建社会の概念が通用しなかった

4)ように、我が国の欧化政策の一環として、グロ

ーバルスタンダードを取り入れようとしていた。

しかし、これらの洋装は、私的な世界とはかけ離

れた新しい公的な衣服とみなされて5)いて、洋服

は公務につくための制服であり、洋装をして職務

についていた男性も自宅に帰宅すると和服に着替

えていた。和服は家庭という私的領域でくつろぐ

ための衣服であり、家の中にいる女性は必然とし

て和服となる6)ことや職場や学校の居住形態が立

式・立礼形式に変化しても家庭内では畳式の座位

形式であった7)ため、生活の基本的な衣服は和服

が続き、洋装化は時間がかかるものとなった。 

(2)制服の導入からみるスカートの成長期

教育の現場では、1880 年に文科省が「国公立

の大学や専門学校の学生は西洋式の制服を着るべ

し」と通達を出したが、これは国公立が対象であ

り、私立の大学・専門学校などでの洋服の制服の

採用はその後8)となる。1885 年に伊藤博文内閣に

よる欧化政策は女子の洋服着用を促したが、女子

の洋装化に対する保守的な意識と着物への執着や

近代合理主義への反発などもあったが、その後、

女学校での運動時の服装の変化や洋装の機能性の

高さが女性の洋装化に影響を与えたことにより、

洋装化が進んだ9)。女子の学生服は、1920 年代か

ら 30 年代にかけて、セーラー服やワンピース、

ジャンパースカートなどが高等女学校の制服とし

て全国的に広がり10)、教育の場から洋装は広まっ

た。 

女性の社会進出としては、1894 年に日本銀行

が永代橋から現在の位置に移転されたのを機会に

女子職員を採用し、その後に三越百貨店でも女性

の事務員を雇い入れたり、鉄道では新橋駅の出札

係に女性を採用するなどの女性の雇用が行われて

いった。女性の仕事としては、他にも、お針子、

活字工、電話交換手、写真師、医師なども見られ

たが、いずれも当時は和装に束髪というスタイル

であった。1887 年にイギリスの看護婦の服を真

似て、看護師の制服に西洋化が取り入れられた11)

こともあり、看護師は洋装化がされていたが、あ

とは写真師のみ12)が洋装化されていただけであっ

た。 

天災や戦争の原因で、物資の不足や男子労働力

の不足も洋装化を進めた要因である。例えば、

1910年代の第 1次世界大戦下で、戦場に向かった

人材の代わりに 17 万人以上の婦人労働者13)が

様々な職務に就く必要があった。衣服には、安全

性や機能性が要求され、動きやすく、働きやすさ

のあるもんぺが採用された。1923 年に起きた関

東大震災でも、物資の不足により、簡易的で動き

やすさと快適さという機能性が求められ、もんぺ

は戦時下での制服のようなものとなり、人々は洋

装の実用性を体感しはじめていた。また、もんぺ

などのズボン型の着用が増えた理由として、「燃

料不足の折柄暖かいといふこと、弱くて高い靴下
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の消耗が防げることなどの実用性からも違ひない

が一つには若い女性の間の戦時流行であることも

否めないと思う」14)とあるように、そこには流行

りのようなものも存在していた。 

同じ頃には、バスの運転手や工場で働く労働者

の作業服として洋装が採用され15)、制服の西洋化

が本格的にはじまり、表 1 の 1924 年の「現代職

業婦人の標準洋装」16)にあるように、女性の制服

は、スカートルックやワンピースルックが 90%を

占め、洋装の中のスカートの採用が進んだ。 

表 1 現代職業婦人の主な標準洋装一覧 

職業 詳細の説明 スタイル

1 劇場案

内人 

ワンピース、白レース衿、

ウールポプリン地、エメラ

ルドクリーン色

ワンピース

スタイル

2 教員 スリーピースのスポーツド

レス、ハーフコートとスカ

ートは紺ウールポプリン

地、白富士絹ブラウス

スカート

スタイル

3 オフィ

ス・ガ

ール

スリークオーター、アンサ

ンブル

スカート

スタイル

4 ショッ

プ・ガ

ール

ワンピース、細目紺サー

ジ、カラー、カフスはクリ

ーム、バッフ色レース

ワンピース

スタイル

5 車掌 ドライバースーツ、アノミ

ークロース、カーキ色 

パンツ 

スタイル

6 ウエー

トレス

ワンピース、紺サージ、エ

プロン、カラー、カフスは

白キヤリコ

ワンピース

スタイル

（現代職業婦人の標準洋装17)） 

1946 年に、選挙法上の男女の差別待遇が撤廃

されたが、国会での婦人代議士の服装は洋装であ

るのに対して、投票する一般の女性達の服装が和

服である18)ことからも、大衆の洋装化はまだまだ

であったことがわかる。 

1960 年代には、企業のイメージ向上のために、

銀行が火付け役となりジャケットとスカートとい

うスーツ姿が普及19)した。1970 年代には、1972

年に施行された「男女雇用機会均等法」により、

女性の社会進出は加速し、制服を着用した女性が

増えていった。 

(3)文化とメディアによる成熟期

1912 年以降の大正時代になると、外出着、室

内着ともに和装が中心ではあるが、大正時代の後

期になると挿絵画家の竹久夢二、高畑華宵、谷虹

児の描く大正ロマンの気風あふれる女性像が人気

を集め、ギャルソンルックのファッションは、最

新流行のモダンな服として活動的な女性の憧れと

なった。1920 年代に、ギャルソンヌルックは、

良家の子女や知識階級の婦人の様子を伝えること

となり、耳隠しの断髪に、おかま帽、テーラード

スーツにネクタイ、セーラーカラーのブラウス、

ローウエストのスカートなど典型的なモガファッ

ションとして流行20)した。また、1910 年から

1930 年にかけて登場した若い娘を象徴する言葉

となったフラッパースタイルではおかま帽をかぶ

り、丈の短いスカートやショーツやワンピース、

スリーブレスドレスを着ていた21)。同じころに、

上流階級では、西洋から紹介されたゴルフ・テニ

ス・水泳・陸上競技などのスポーツが盛んとなり、

セーラーカラーやショールカラーの白のギャルソ

ンヌ風のトップスとローウエストのスカート、そ

れにリボンタイなどをするテニスウェアのファッ

ションスタイルが登場したり、長めのワンピース

スタイルの水着22)などが広まり、活動的でファッ

ション性の高い洋装化が進んでいった。これらの

多くのスタイルは、アメリカの映画の女優のファ

ッションが、そのまま輸入されたものでもあった。

この頃から、女性の洋装も男性の洋装と同様に、

よそゆき、半よそゆき、その後のふだん着として

取り入れられるようになるが、女性の洋装はここ

でもその普及が遅れた。1930 年代に入り、少女

の服装は洋装が一般的になったが、大人はまだ和

装が多く、洋装はモガとその周辺にいる女性たち

に限られていた23)ことや、女性の対社会意識その

ものが洋装の実現を見るまでに成熟していなかっ

たこと24)からも、女性の洋装化には時間がかかっ

た。表２からもわかるように、街の中の人々の洋

装化は、徐々に増加していったが、まだ多くの人

は和装であった。その後、1932 年 12月に起きた

白木屋百貨店での火事によって下着の着用が増加
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25)し、下着を着用するという洋装化も進んでいっ

た。その後 1950 年代に入ると、都市の洋装の普

及率は 75％に達した。26) 

表２ 東京の主要エリアでの洋装化率27) 

日時 調査内容 洋装率 

1925

年 

銀座にて、1180 名を

対象に調査 

男 性 ： 67 ％ 

女性：1％ 

1928

年 

三越本店正面入口に

て、老若男女 2234 人

を対象に調査 

男 性 ： 61 ％ 

女性：16％ 

1933

年 

銀座にて、462人の女

性のみを対象に調査 

女性：19％ 
(女学生9％、子供

17％含む） 

1905 年に「女子文壇」と「婦人画報」が創刊

され、初めての服飾誌として「服装文化（現装

苑）」が 1934 年に創刊されて、一般大衆にも洋装

のバリエーションやその製作方法が伝わり、家庭

内で自由に洋服を製作できるようになっていく。

洋装化の大衆化の一番大切な条件としては、ミシ

ンを使っての洋服を縫う技術を知ることは重要28)

とされ、ミシンの技術革新と普及により、洋服の

縫製の速さと精度があがっていった。 

1923 年に起きた関東大震災後の都市復興事業

や、個人の境遇の変化や不景気の影響などから、

職業婦人が増加し29)、洋風建築の椅子生活や電車

に乗って通勤することなどからも大衆の洋装化は

進んだ。 

黒沢明監督の「一番美しく（1944）30)」「わが

青春に悔いなし（1946）31)」は、プロパガンダ映

画として、女性の服装の認識の象徴となっている。

お嬢様の女優さんはスカートをはき、工場で働い

ている人たちはもんぺを着用している。このこと

からも、この時代においては、スカートは非勤労

者が着用するもので、もんぺは勤労者という戦中

の女性の服装に対するイメージをより植え付ける

内容となり、女性らしさ＝スカートのイメージは

強くなりながら、広まっていった。 

(4)多様な考え方とスカートの衰退期

図２ 若年層のスカート着用率の推移32) 

近年、我が国においてスカートの着用率は図２

のように減少している。その原因として、ジェン

ダーレスやジェンダーフリーなどの考え方から、

誰もが暮らしやすい社会を目指す世の中となり、

服装も個人の自由な選択が可能となってきている。

しかし、まだ男性のスカート着用には抵抗が多く、

我が国におけるスカートの扱いは、女性が選択し

て着用できる洋服として認識されている。スカー

トが「女性」という性の象徴に置き換わるイメー

ジを持つことで、スカートによる性の意識を彷彿

されたくない人々にとってのスカート着用は、苦

痛であり、最近では、企業や学校の制服において

もスカートの着用の義務化が徐々に減少している。

このように、スカートは商品ライフサイクルにお

いて、衰退期に入ってきている。 

女子短期大学に通う学生のスカート支持率は

30.2％、パンツの支持率は 53.8％と出ているが、

4～5 歳の頃は 70.9％がスカートを着用していた

33)と答えている。その理由に制服や母親の意向な

どが含まれていることから、女性のスカートの着

用の原点の 1 つに、教育機関での制服の着用と家

庭による影響が最も大きいと考えられる。 

一方、昨今のジェンダーフリーの考え方の浸透

により、企業や学校の制服の女性のスカート着用

の義務化に疑問の声があがりはじめ、岡山市の学

生服メーカーのトンボは 2015 年頃から女性用の

スラックス（ズボン）を制作している。兵庫県姫
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路市の市立山陽中学校では、ブレザーとスラック

スを男女の標準制服とし、希望者はスカートを選

べるようにしているが、男子用スカートは、性的

少数者団体から「カミングアウトの強制につなが

る」「はきたくてもはけない」との意見があり、

商品化に至っていない34)ことからも、現状のジェ

ンダーフリーでは、男性のスカート着用が増える

ことなく、女性のスカート着用の数が減少してい

る。2019 年に衆議院においての制服の着用の義

務化の質疑では、「標準服（制服）について、女

子にスカート着用の選択肢のみを求めることは、

防寒対策並びに動きやすさ等の観点においても、

合理性を欠くのではないか。また、ＬＧＢＴ等へ

の配慮、小学校ではズボンを着用する女子が多く

いる現状、ファッションの自由、並びに防寒対策

等を考慮するならば、標準服着用は性別に関係な

く、自由に選択可能にすることが望ましいのでは

ないか。標準服の着用は法令等で何ら義務づけら

れていないことを、教育現場および保護者、子ど

もに対して周知する必要があると私は考える。政

府の見解を明らかにされたい。」35)に対し、「各学

校において適切に判断すべき事柄であると考えて

いる」36)と回答があるように、我が国としての方

針はなく、各学校に一任する現状より、今後ます

ます一層のスカート脱却の流れが進むであろう。 

我が国において、スカート着用の有無が特別な

論点とならなく取り入れられたのは、そのルーツ

である西洋でスカートの地位が女性着用のアイテ

ムとして確立していたことと、我が国にスカート

が導入されたときにアイテム自体の特性よりも、

和装から洋装化への変換の流れが強く、問題視さ

れなかったことがある。女性の着物脱却への抵抗

と反対の中では、スカートの存在がより女性の性

を強調する存在として挙げられてもいたが、スカ

ーㇳを含む洋装の機能性や生産の簡易さなどは、

戦後の物資不足や女性の社会進出の中で、広まっ

ていくことは必至であり、実用的で合理的な方向

をたどっていった。 

スカート着用率の減少の理由を解明するにあた

り、我が国におけるスカートの着用の歴史をプロ

ダクトライフサイクルに当てはめてみたことによ

り、女性の活動領域の変化、生活スタイルの変化、

文化や流行の個人への影響が現在のスカート着用

の減少に繋がっていることがわかった。 
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